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（総　　　　　　則）

第１条　 令和５年度松江市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第３条　 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

480,765

千円

管 渠 新 増 設 事 業

管 渠 改 良 事 業

182,534

7,905,179

3,870,531

4,034,648

19,598,423

53,548

収　　　　　　　　　　　　入

主 要 な 建 設 改 良 事 業

千円イ

千円

1,190,076

ロ

ハ 315,914

第２項 千円

千円

609,329

11,000

下 水 道 事 業 費 用

千円

第１款

営 業 費 用

第３項

第１項

ポ ン プ 場 改 良 事 業

処 理 場 改 良 事 業

流 域 下 水 道 改 良 事 業

総 務 改 良 事 業

第１款

令和５年度松江市下水道事業会計予算

営 業 外 費 用

予 備 費

人

ｍ3

ｍ3

ヘ

水 洗 化 人 口

14,301

 （４）

 （１）

 （２）

 （３）

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

千円

千円

第２項

158,200

336,060

7,058,458

支　　　　　　　　　　　　出

千円

千円

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

千円

千円

営 業 外 収 益

第１項

7,678,787

ホ

千円

ニ
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（資本的収入及び支出）

第４条　 

補填するものとする。）。

（債務負担行為）

第５条　 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企　業　債）

第６条　 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

下水道事業（建設改良分）

下水道事業（特別措置分）

資本費平準化

1,100 千円

起 債 の 目 的 利 率 償 還 の 方 法

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権
者と協定する融資条件に
よる。ただし、財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰
上償還又は低利債に借換
えすることができる。

起 債 の
方 法

年 3.5％以内(た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直
しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利率
とする。)

8,000千円

公共下水道中継ポンプ場改築工事
（令和５年度設定分）

令和６年度
から

令和７年度
440,000千円

6,887,616

59,240

第５項 137,146工 事 負 担 金

2,495,316

支　　　　　　　　　　　　出

第３項

第２項

第１款

第１項

千円

千円

千円

千円

千円下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

企 業 債

第３項

第１款

第１項

下 水 道 事 業 資 本 的 収 入

他 会 計 補 助 金

事 項

千円

千円

期 間

令和６年度
から

令和11年度

普通貸借
又は

証券発行
千円

千円149,600

予 備 費

400,000

受益者負担金及び分担金 3,091

千円

1,736,212

千円

収　　　　　　　　　　　　入

4,653,248

第２項

1,745,300

限 度 額

限 度 額

第４項

国 県 補 助 金

4,331,960

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

第４項

上下水道統一管路マッピングシステム運用事業
（令和５年度設定分）

千円

千円

的支出額に対し不足する額２，２３４，３６８千円は、過年度分損益勘定留保資金

７０４，２８２千円、当年度分損益勘定留保資金１，２８０，８４３千円、当年度分消費税

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

他 会 計 借 入 金 償 還 金

及び地方消費税資本的収支調整額１０６，２７２千円、減債積立金１４２，９７１千円で

2,294,900

481,899
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（一時借入金）

第７条　 一時借入金の限度額は、３，５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

営業費用と営業外費用の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

千円

（他会計からの補助金）

第１０条　 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３，５２５，６２６千円である。

（棚卸資産購入限度額）

第１１条 　棚卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和５年２月２１日提出

松江市長

 （１）

上 定　昭 仁

職員給与費 247,253

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。

 （１）
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１　資産の評価基準及び評価方法

(１)棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　移動平均法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産　定額法

・主な耐用年数

　建物 7～50年

　構築物 28～50年

　機械及び装置 8～20年

(２)無形固定資産　定額法

３　引当金の計上方法

(１)退職給付引当金

 に相当する金額を計上している。

(２)賞与引当金

いる。

(３)貸倒引当金

 している。

(１)消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

(２)リース取引の処理方法

 に準じた会計処理によっている。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見

込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上して

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

４　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

－4－



令和5年度末の未経過リース料相当額は、下記のとおり。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引

千円

千円

千円

・オペレーティング・リース取引（中途解約可能なものを除く。）

千円

千円

千円

(３)予定貸借対照表に注記する企業債の償還に係る他会計負担見込額の算定方法

令和5年度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定する。

0

１ 年 超 0

計 0

令和5年度に企業債の償還に対して他会計が負担を予定している項目について、

計 0

１ 年 内

１ 年 内 0

１ 年 超 0

－5－



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１ うち消費税及び地方消費税

１ うち消費税及び地方消費税

１

２

３

２

１

２

３

４

５

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１ うち消費税及び地方消費税

１ うち消費税及び地方消費税

１

２

３

４

５

６

７

８

２ うち消費税及び地方消費税

１

２

３

３ うち消費税及び地方消費税

１

予 備 費

営 業 外 費 用

783

下 水 道 使 用 料 3,846,449

款 項 目 予定額

総 係 費 128,582

資 産 減 耗 費 94,899

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 10,920

609,329

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

597,626

予 備 費

雑 支 出

下 水 道 事 業
費 用

187,931

営 業 外 収 益 3,870,531

15,940

支 出

他 会 計 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益 268

6,750

1,601,483

11,943

営 業 費 用 7,058,458

引 当 金 戻 入 益

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

2,234,415

令和５年度松江市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 予定額 備　　　　　　　考

349,677

7,905,179 349,677

営 業 収 益 4,034,648

下 水 道 事 業
収 益

流 域 下 水 道 費 1,243,737

営 業 外 雑 収 益

備　　　　　　　考

239,512

238,443

7,678,787

69

減 価 償 却 費 4,127,382

業 務 費 235,755

管 渠 費 231,059

ポ ン プ 場 費 302,879

処 理 場 費 694,165

1,00011,000

11,000
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１

１

１

２

１

３

１

４

１

５

１

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

１ うち消費税及び地方消費税

１ うち消費税及び地方消費税

１

２

２

１

３

１

４ うち消費税及び地方消費税

１

1,305,240

4,653,248

款 項

国 県 補 助 金

予定額

他 会 計 借 入 金
償 還 金

支 出

改 良 費

款

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

59,240

予 備 費

工 事 負 担 金

項 目

企 業 債

他 会 計 補 助 金

企 業 債 償 還 金

新 増 設 費

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

予 備 費 1,100

1,100

2,294,900

資 本 的 収 入 及 び 支 出

219,282

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

目

1,736,212

137,146

481,899

481,899

137,146

1,736,212

備　　　　　　　考

100

収 入

他 会 計 補 助 金

2,294,900

備　　　　　　　考

2,495,316 219,182

3,091

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

3,091

企 業 債

4,331,960

4,331,960

6,887,616

1,190,076

予定額

59,240

他 会 計 借 入 金 償 還 金
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

令和５年度松江市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,294,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,331,960

（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

当年度純利益 120,120

減価償却費 4,127,382

退職給付引当金の増減額(△は減少) 11,532

長期前受金戻入額 △ 2,234,415

支払利息 597,626

貸倒引当金の増減額(△は減少) 2,787

賞与引当金の増減額(△は減少)

有形固定資産の取得による支出 △ 1,900,476

固定資産除却損 94,349

未払金の増減額(△は減少) △ 10,917

小計 2,643,234

未収金の増減額(△は増加) △ 65,306

資金期末残高 1,130,440

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 59,240

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,096,300

資金増加額（又は減少額） 30,508

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

76

資金期首残高 1,099,932

投資活動によるキャッシュ・フロー 81,200

無形固定資産の取得による支出 △ 376,672

国庫補助金等による収入 622,136

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 1,736,212

利息の支払額 △ 597,626

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,045,608
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１ 総　括

※(　)は短時間勤務職員数で外数

ア.会計年度任用職員以外の職員

※(　)は再任用短時間勤務職員数で外数

0比 較 480 1,240 157 898 0

0

前 年 度 0 1,120 22,901 17,605 37 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 480 2,360 23,058 18,503 37

543

区 分
単身赴任手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 退職手当

（千円） （千円）

比 較 696 0 51 △ 12 0

16,569 543

前 年 度 3,450 599 1,280 1,332 16,569 0

手当の内訳

区 分
扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当

本 年 度 4,146 599 1,331 1,320

227,533
23

時間外勤務手当 地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比　　較 0
(0)

0 924

35,413 21,798 230,469
23

前 年 度 0
(2)

0 103,388 64,893

4,053 4,977 123 △ 2,164 2,936
0

168,281 35,290 23,962

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0
(2)

0 104,312 68,946 173,258

0

区　　　　　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

引当金
繰入額

合 計
特別職 一般職 報酬

比 較 480 1,240 239 898 0

給 料 手 当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

0

前 年 度 0 1,120 25,172 17,605 37 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 480 2,360 25,411 18,503 37

1,669 1,332 16,569 0

543

区 分
単身赴任手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 退職手当

（千円） （千円）

比 較 696 0 △ 54 △ 12 0

時間外勤務手当 地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手当の内訳

区 分
扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当

本 年 度 4,146 599 1,615 1,320 16,569 543

前 年 度 3,450 599

△ 2,137 2,723
0

182,059 37,751 24,720 244,530
23

247,253

給与費明細書

区　　　　　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

引当金
繰入額

合 計
特別職 一般職 報酬 給 料 手 当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比　　較 0
(0)

0 1,096 4,030 5,126

37,485 22,583
23

前 年 度 0
(8)

0 114,506 67,553

本 年 度 0
(8)

0 115,602 71,583 187,185

△ 266
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イ.会計年度任用職員

※(　)は短時間勤務職員数で外数

２ 給料及び手当の増減額の明細

※会計年度任用職員を含む  ※備考欄の(　)は短時間勤務職員数で外数

３ 給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（円）

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現在 （円）

（歳）

（円）

令和 ４ 年 １ 月 １ 日 現在 （円）

（歳）

※会計年度任用職員を除く

（２） 初任給

※会計年度任用職員を除く

高 校 卒 154,600 154,600

大 学 卒 185,200 185,200

平 均 年 齢 47.05

区 分 企 業 職 （円）
一般会計の制度

行 政 職 （円）

平 均 年 齢 49.05

平均給料月額 358,970

平均給与月額 401,380

区 分 企 業 職

平均給料月額 362,404

平均給与月額 434,147

その他の増減分 3,323
職員構成の変動（採
用・退職・会計間の異
動）等による増

手 当 4,030 制度改正に伴う増減分 707
給与改定による
期末勤勉手当支給月
数増

会計年度任用職員以外
　　　　　　　　　　　 　 625千円
会計年度任用職員　82千円

その他の増減分 563
職員構成の変動（採
用・退職・会計間の異
動）等による増

職員の異動状況
　本年度　　 　　　　23(8)人
　前年度　　　　 　　23(8)人
　増減　 　　     　     0(0)人

昇給に伴う増加分 324
昇給率　　　　 　0.62％
該当職員数　　　 12人

給 料 1,096 給与改定に伴う増減分 209 給料改定率 　　0.26%

区 分 増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳　（千円） 説 明 備 考

比 較 △ 105 0 0 82 0

前 年 度 389 0 0 2,271 0
本 年 度 284 0 0 2,353 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

27 △ 213比　　較
(0)

0 172 △ 23 149 △ 389
0

手当の内訳

区 分
通勤手当 時間外勤務手当 児童手当 期末手当 特殊勤務手当

前 年 度
(6)

0 11,118 2,660 13,778 2,461 16,997
0

758

（千円） （千円）

本 年 度
(6)

0 11,290 2,637 13,927 2,072 785 16,784
0

手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

引当金
繰入額

合 計
一般職 報酬 給 料

（千円）
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（３） 級別職員数

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 2

（ 2 ） （ ） （ 2 ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

2 1

（ ） （ ） （ ） （ ）

9 9

（ ） （ ） （ ） （ ）

10 10

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 1

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

※(　)は再任用短時間勤務職員数で外数　※会計年度任用職員を除く

（級別の基準となる職務）

（４） 昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ） ／ （Ａ） （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ） ／ （Ａ） （％）

※会計年度任用職員を除く

0

0

比 率 78.3

0

18

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 18

号　給　数　別　内　訳

0

0

比 率 69.6

職 員 数 23

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 16

号　給　数　別　内　訳

0

0

0

16

0

0

次　長 部　長

区 分 企 業 職

職 員 数 23

６級 ７級 ８級

企業職
主　事
技　師

主任主事
主任技師

副主任 主　任
課長補佐
主　　　幹

課　長

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

計
2 100.0 2 100.0

23 100.0 23 100.0

７級
0.0 0.0

８級
0.0 0.0

５級
43.5 43.5

６級
4.3 4.3

３級
8.7 4.3

４級
39.2 39.2

１級
4.3 8.7

２級
100.0 100.0

0.0 0.0

級

本年度 前年度

企 業 職 企 業 職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）
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（５） 特殊勤務手当

※会計年度任用職員を除く

（６） 期末手当・勤勉手当

ア.会計年度任用職員以外の職員(期末手当・勤勉手当）

※(　)は再任用職員の標準的な支給率

イ.会計年度任用職員(期末手当）

（７） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８） その他の手当

※扶養手当・住居手当は会計年度任用職員には支給しない

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

特 例 措 置

（２％～２０％加算）

区 分 一般会計の制度との異同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

定年前早期退職

特 例 措 置

（２％～２０％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

前年度 1.225 1.225 2.450 制 度 な し

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

その他の加算措置等

本年度 1.250 1.250 2.500 制 度 な し

一般会計の制度 1.250 1.250 2.500 制 度 な し

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

前年度
(1.125) (1.125) (2.250)

制 度 あ り

備 考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 級等による加算措置

2.150 2.150 4.300

一般会計の制度
(1.150) (1.150) (2.300)

制 度 あ り
2.200 2.200 4.400

備 考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 級等による加算措置

本年度
(1.150) (1.150) (2.300)

制 度 あ り
2.200 2.200 4.400

支給対象職員１人当たり平均支給月額 （円） 0

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
使用料等徴収手当、滞納処分従
事手当、地下業務手当

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

区 分 企　　業　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.00

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.00

（令和5年1月1日現在）
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

期 間 金 額 期 間 金 額
下 水 道
使 用 料

企 業 債
国 庫
補 助 金

受 益 者
負 担 金

及 び
分 担 金

損 益 勘
定 留 保
資 金 等

松江市 水洗
便所改 造資
金 融 資 あ っ
せ ん 要 綱 に
基づき融資し
た 貸 付 金 に
対 す る 損 失
補償

貸 付 金 の 最
終償還 期限
到来後 金融
機 関 が 弁 済
をうけていな
い 元 利 金 合
計額及 び遅
延 損 害 金 に
相 当 す る 金
額

平成17年度
から

令和4年度
1,138

令和5年度
から

限度額
に同じ

限度額
に同じ

- - - -

松江市 集落
排水事 業水
洗便所 改造
資 金 融 資
あ っ せ ん 要
綱 に 基 づ き
融 資 し た 貸
付 金 に 対 す
る損失補償

貸 付 金 の 最
終償還 期限
到来後 金融
機 関 が 弁 済
をうけていな
い 元 利 金 合
計額及 び遅
延 損 害 金 に
相 当 す る 金
額

- -
令和5年度

から
限度額
に同じ

限度額
に同じ

- - - -

松江市 公設
浄化槽 事業
水洗便 所改
造資金 融資
あ っ せ ん 要
綱 に 基 づ き
融 資 し た 貸
付 金 に 対 す
る損失補償

貸 付 金 の 最
終償還 期限
到来後 金融
機 関 が 弁 済
をうけていな
い 元 利 金 合
計額及 び遅
延 損 害 金 に
相 当 す る 金
額

- -
令和5年度

から
限度額
に同じ

限度額
に同じ

- - - -

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

令 和 4 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

令 和 5 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳
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（令和6年3月31日） （単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部

１ 固　定　資　産
  (１)

  (２)

２ 流　動　資　産
  (１)
  (２)

  (３)

負　債　の　部

３ 固　定　負　債
  (１)

  (２)

４ 流　動　負　債
  (１)

  (２)
  (３)

  (４)

５ 繰　延　収　益

57,437,859
93,523,333

14,714
14,714引 当 金 合 計

引 当 金

預 り 金 10

   イ 退 職 給 付 引 当 金 148,224
引 当 金

引 当 金 合 計 148,224
31,237,307固 定 負 債 合 計

企 業 債

   イ

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

長 期 前 受 金
△ 23,447,528収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計 4,848,167

80,885,387

1,761,323
資 産 合 計 105,949,910

41,563

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

4,120,712

企 業 債 合 計 4,120,712
未 払 金 712,731

   イ 賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計 31,089,083

企 業 債

△ 19,696

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
未 収 金 609,016

589,320

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

31,089,083

前 払 金

現 金 預 金 1,130,440

無 形 固 定 資 産 4,930,104
無 形 固 定 資 産 合 計 4,930,104

令和５年度松江市下水道事業予定貸借対照表

減 価 償 却 累 計 額 △ 43,584,973 99,258,483
有 形 固 定 資 産 142,843,456

有 形 固 定 資 産 合 計 99,258,483

104,188,587固 定 資 産 合 計
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資　本　の　部

６ 資　　本　　金
７ 剰　　余　　金
  (１)

  (２)

9,570,243

資 本 剰 余 金
   イ 受 贈 財 産 評 価 額

ハ 負 担 金 1,148,658
2,231,089

利 益 剰 余 金
   イ 当年度未処分利益剰余金

12,426,577
負 債 資 本 合 計 105,949,910

2,856,334
利 益 剰 余 金 合 計

○引当金の取崩し
貸倒引当金954千円を取崩し、同額を（款)下水道事業収益(項)営業外収益(目)引当金戻入益に計上

する。
賞与引当金14,636千円を取崩し、うち損益勘定支弁職員に係る10,989千円を(款)下水道事業収益(項)

営業外収益(目)引当金戻入益に計上する。

剰 余 金 合 計

○企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見
込まれる額は24,722,714千円である。

625,245

資 本 剰 余 金 合 計

625,245

資 本 合 計

   ロ 受益者負担金及び分担金 4,235
1,078,196
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１
(１) 3,485,066              
(２) 170,138                 
(３) 159                       3,655,363              

２
(１) 178,725                 
(２) 229,631                 
(３) 547,799                 
(４) 1,033,550              
(５) 214,710                 
(６) 122,115                 
(７) 4,123,470              
(８) 45,901                  6,495,901              

2,840,538

３
(１) 1,670,253              
(２) 18,619                  
(３) 2,234,150              
(４) 7,729                    3,930,751              

４
(１) 674,397                 
(２) 8,032                    682,429                 3,248,322

407,784

５
(１) 107,341                 107,341                 

６
(１) 10,000                  10,000                  97,341

505,125

347,240
173,630

1,025,995

○特別利益107,341千円は、流域下水道維持管理負担金の剰余金返還金である。

○その他未処分利益剰余金変動額173,630千円は、資本的収入額が資本的支出額に不足する額の
補填に減債積立金を使用する際に発生するものである。

○資産減耗費45,901千円の内訳は、固定資産除却費45,862千円、施設撤去費39千円である。

予 備 費
予 備 費
当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
その他未処分利益剰余金変動額
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益
そ の 他 特 別 利 益

営 業 外 雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業債 取扱 諸費

他 会 計 補 助 金
引 当 金 戻 入 益
長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費
営 業 損 失

営 業 外 収 益

業 務 費
総 係 費
減 価 償 却 費

ポ ン プ 場 費
処 理 場 費
流 域 下 水 道 費

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
管 渠 費

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
他 会 計 負 担 金

令和４年度松江市下水道事業予定損益計算書
(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

（単位：千円、消費税及び地方消費税抜）
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（令和5年3月31日） （単位：千円、消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部

１ 固　定　資　産
  (１)

  (２)

２ 流　動　資　産
  (１)
  (２)

  (３)

負　債　の　部

３ 固　定　負　債
  (１)

  (２)

４ 流　動　負　債
  (１)

  (２)

  (３)
  (４)

  (５)

５ 繰　延　収　益
長 期 前 受 金 78,649,930
収 益 化 累 計 額 △ 21,336,004
繰 延 収 益 合 計 57,313,926
負 債 合 計 95,495,009

流 動 負 債 合 計 5,129,496

   イ
引 当 金
未 払 金

賞 与 引 当 金 14,638

723,648

引 当 金 合 計 14,638

59,240

企 業 債 合 計 4,331,960

固 定 負 債 合 計 33,051,587

企 業 債

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

4,331,960

   イ そ の 他 の 長 期 借 入 金 59,240
他 会 計 借 入 金

資 産 合 計

企 業 債

預 り 金 10

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

32,914,895   イ

136,692

32,914,895
引 当 金

   イ 退 職 給 付 引 当 金 136,692
引 当 金 合 計

他 会 計 借 入 金 合 計

101,339,887
有 形 固 定 資 産

107,801,466

固 定 資 産 合 計

未 収 金 543,710

1,668,296流 動 資 産 合 計

現 金 預 金 1,099,932

貸 倒 引 当 金
41,563前 払 金

△ 16,909 526,801

4,793,283

有 形 固 定 資 産 合 計

141,156,515

令和４年度松江市下水道事業予定貸借対照表

106,133,170

4,793,283
無 形 固 定 資 産 合 計

101,339,887
無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 39,816,628
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資　本　の　部

６ 資　　本　　金
７ 剰　　余　　金
  (１)

  (２)

退職給付引当金6,287千円、貸倒引当金1,125千円を取崩し、それぞれ同額を（款)下水道事業収益
(項)営業外収益(目)引当金戻入益に計上する。

賞与引当金14,157千円を取崩し、うち損益勘定支弁職員に係る10,763千円を(款)下水道事業収益(項)
営業外収益(目)引当金戻入益に計上する。

○企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見
込まれる額は26,071,751千円である。

○引当金の取崩し

12,306,457
負 債 資 本 合 計 107,801,466
資 本 合 計
剰 余 金 合 計 3,257,084
利 益 剰 余 金 合 計 1,025,995

   イ 当年度未処分利益剰余金 1,025,995
利 益 剰 余 金

   ロ 受益者負担金及び分担金 4,235
ハ 負 担 金 1,148,658

2,231,089資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金
   イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,078,196

9,049,373
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１　報告セグメントの概要

各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業のうち雨水処理に関するもの

２　報告セグメントごとの資産等

令和5年度（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位：千円）

　減価償却費 3,911,971 215,411 4,127,382

　有形固定資産及び
1,757,378 523,417 2,280,795

　無形固定資産の増加額

その他の項目

セグメント負債 87,937,060 5,586,273 93,523,333

△ 3,135,044

130,120

243,673

3,497,040 187,931

△ 3,079,302 △ 55,742

セグメント情報に関する注記

松江市下水道事業会計は、下水の排除又は処理を行っており、その下水道の区分は
汚水処理と雨水処理に分けられる。汚水処理は私費及び公費、雨水処理は全額公費で
負担することが前提となり、経費の負担区分が異なるため、「汚水処理事業」と「雨水処理
事業」の２つを報告セグメントとしている。

事業区分

雨水処理事業

汚水処理事業

合　計汚水処理事業

セグメント資産

事業の内容

雨水処理事業

公共下水道事業のうち汚水処理に関するもの、特定環
境保全公共下水道事業、農業集落排水処理施設事
業、漁業集落排水処理施設事業、地域し尿処理施設
事業、小規模集合排水処理施設事業、特定地域生活
排水処理施設事業、個別排水処理施設事業、受贈排
水処理施設事業

経常損益

営業損益

営業費用

130,1200

営業収益

6,576,342

6,944,65199,005,259

3,684,971

105,949,910

6,820,015

－　19　－



（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

　　

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

2 人手 当 等

9,527 人件費 21,699給 料

7,263 職　員

1,409

3,500

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

238,443
　及び地方消費税

下 水 道 事 業
費 用

7,678,787
うち消費税

239,512
　及び地方消費税

営 業 費 用 7,058,458

管 渠 費 231,059

2,234,415

11,943

賞与引当金戻入益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 雑 収 益 15,940

そ の 他 雑 収 益 15,940

支 出

款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

節 金 額

268

営 業 外 収 益 3,870,531

他 会 計 補 助 金 1,601,483

原子力立地給付金、生活排水処理
普及促進交付金　等

備　　　　　考

他 会 計 負 担 金 187,931

雨水事業分企業債利息、減価償却
費等に対する繰入金

その他の営業収益 268

雨 水 処 理 負 担 金

1,601,483
汚水事業分企業債利息、減価償却
費等に対する繰入金

一 般 会 計 補 助 金

貸倒引当金戻入益

引 当 金 戻 入 益

手 数 料

187,931

7,905,179 349,677

10,989

954

長 期 前 受 金 戻 入 2,234,415

3,846,449

うち消費税

令和５年度松江市下水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

一 般 汚 水 収 益

4,034,648営 業 収 益

備　　　　　考金 額節

　及び地方消費税

下 水 道 使 用 料

349,677
　及び地方消費税

3,846,449

うち消費税

下 水 道 事 業
収 益

国 庫 補 助 金 6,750

国 庫 補 助 金 6,750 社会資本整備総合交付金

うち消費税
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款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

備　　　　　考金 額節

1 人

3 人

印 刷 製 本 費 47

職　員

動 力 費 164,352

非常用通信装置電話料金

委 託 料

ポンプ施設電気料金

燃 料 費 696

3,210

手 当 等

法 定 福 利 費

4,943

賞与引当金繰入額 1,346

備 消 品 費 495

厚 生 福 利 費 75

20,483人件費

処 理 場 費 694,165

給 料 10,984

薬 品 費 22

通 信 運 搬 費 8,448

846

89,864

ポンプ設備修繕　等修 繕 費 29,045

ポンプ施設管理委託　等

10,094

法 定 福 利 費 1,600

光 熱 水 費

650

32厚 生 福 利 費

109

備 消 品 費

燃 料 費

67

ポ ン プ 場 費 302,879

給 料

3,170 職　員

4,674 人件費

手 当 等

賞与引当金繰入額

管渠施設修繕　等

保 険 料 70

薬 品 費

修 繕 費

50

141,352

138

備 消 品 費 574

厚 生 福 利 費

燃 料 費

委 託 料
管渠調査業務委託、管渠清掃
委託　等

3,889

219

64

賃 借 料

手 数 料

62,126

動 力 費 48

材 料 費 783
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款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

備　　　　　考金 額節

11 人

8 人

職　員

　

処理場施設管理委託、汚泥処分

委託、水質検査委託　等　　　

報 償 費

9,980

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

処理場電気料金

厚 生 福 利 費

退 職 給 付
引 当 金 繰 入 額

被 服 費 1,001

職   員

賞与引当金繰入額 4,183

216

11,532

法 定 福 利 費 10,095

128,582

給 料 77,64331,240

20,593手 当 等

人件費

委 託 料 10,058 使用料賦課徴収事務委託　等

146

排除量認定メーター取替　等

手 数 料 18

修 繕 費 1,021

160,064

総 係 費

燃 料 費

198

備 消 品 費 239

465

印 刷 製 本 費 136

通 信 運 搬 費

業 務 費 235,755

17,330

給 料 32,408

手 当 等

229厚 生 福 利 費

3,463

流 域 下 水 道 費 1,243,737

宍道湖流域下水道維持管理負担金

21

1,243,737

人件費

流 域 下 水 道 費

63,181

47,398

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

薬 品 費 4,207

処理場設備修繕

合併浄化槽修繕　等

208,702

光 熱 水 費 1,290

通 信 運 搬 費 1,363

使用料賦課徴収事務負担金

委 託 料 403,775

338

手 数 料

負 担 金

5,322 合併浄化槽法定検査手数料　等

使用料賦課徴収包括委託負担金
負 担 金
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款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

備　　　　　考金 額節

雑 費 154

保 険 料

修 繕 費 157

旅 費 1,007

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 費

763

4,127,382

3,564,953

自 動 車 重 量 税 105

構築物減価償却費

5,641

工具器具及び備品
減 価 償 却 費

2,179

10,920

そ の 他 雑 支 出

雑 支 出 783

783

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,920

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

609,329

597,626

2,043

69

企 業 債 利 息 595,583

一 時 借 入 金 利 息

550

239,851

資 産 減 耗 費 94,899

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

うち消費税
　及び地方消費税

固 定 資 産 除 却 費 94,899

営 業 外 費 用

うち施設撤去費

貸倒引当金繰入額 3,741

負 担 金 26,985

貸 倒 損 失 1,024

建 物 減 価 償 却 費 56,171

減 価 償 却 費

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費

259,050

建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 費

4,415

手 数 料

上下水道局共通経費負担金　等

委 託 料 1,535

93

2,581

賃 借 料 1,217

広 告 費

732印 刷 製 本 費

備 消 品 費

4,510研 修 費

240
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款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

備　　　　　考金 額節

※職員数には、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含む。

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金 額 備　　　　　考

うち消費税

予 備 費 11,000

予 備 費

国 庫 補 助 金

11,000

予 備 費 11,000

収 入

下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

4,653,248

款　　　　　　　項

資 本 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道 事 業 債 2,294,900

1,000
　及び地方消費税

目 予定額
明　　　　　　　細

481,899

国 庫 補 助 金 481,899

企 業 債 2,294,900

企 業 債

2,495,316建 設 改 良 費

下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

予定額
明　　　　　　　細

節 金 額

国 県 補 助 金 481,899

2,294,900

企業債償還等に対する繰入金

2,731

1,736,212

360

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

他 会 計 補 助 金 1,736,212

1,736,212他 会 計 補 助 金

防災安全交付金、農村整備事業補助
金、社会資本整備総合交付金　等

管渠移設補償金工 事 負 担 金 137,146

工 事 負 担 金 137,146

工 事 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

1,190,076

219,182
　及び地方消費税

うち消費税
6,887,616

款　　　　　　　項 目

219,282
　及び地方消費税

管 渠 新 増 設 費

新 増 設 費

3,091

備　　　　　考

うち消費税

1,190,076

支 出

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

3,091

受 益 者 負 担 金

受 益 者 分 担 金

137,146

汚水管渠、公共桝整備工事

雨水渠整備工事　等
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款　　　　　　　項 目 予定額
明　　　　　　　細

備　　　　　考金 額節

6 人

※職員数には、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含む。

他 会 計 借 入 金
償 還 金

59,240

他 会 計 借 入 金
償 還 金

59,240

他 会 計 借 入 金
償 還 金

59,240 一般会計借入金償還金

処理場設備更新工事　等

宍道湖流域下水道整備事業負担金

管 渠 改 良 費 480,765

企 業 債 償 還 金 4,331,960

企 業 債 償 還 金 4,331,960

総 務 改 良 費

流域下水道改良費 336,060

1,100

うち消費税
　及び地方消費税

100

予 備 費 1,100

予 備 費

予 備 費 1,100

企 業 債 償 還 金 4,331,960

老朽管渠改修工事、幹線管渠劣化
状況調査、宍道農集統廃合　等

14,301

処 理 場 改 良 費 158,200

ポンプ場設備更新工事　等315,914ポ ン プ 場 改 良 費

人件費 54,153

職　員
1,305,240改 良 費
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